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㍻22.4.1

学校法人宮崎学園一般事業主行動計画学校法人宮崎学園一般事業主行動計画学校法人宮崎学園一般事業主行動計画学校法人宮崎学園一般事業主行動計画

教職員が仕事と子育てを両立させることができる働きやすい環境を整備し、すべて

の教職員がその能力を十分に発揮でき、優秀な人材の確保ができるよう次世代育成支

援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づく一般事業主行動計画を次のよう

に策定する。

１１１１．．．．計画期間計画期間計画期間計画期間

平成１７年４月１日から平成２０年３月３１日までの３年間

平成２０年４月１日から平成２４年３月３１日までの４年間

平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの３年間

２２２２．．．．内 容内 容内 容内 容

厚生労働省の下記行動計画策定指針に沿い、各指針に対応する目標１～８について

段階的に実施する。

指針：①子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇

用環境の整備（目標１～５）

②働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備（目標６）

③上記以外の次世代育成支援対策に関する事項（目標７・８）

目標目標目標目標１１１１ 妊娠中妊娠中妊娠中妊娠中やややや出産後出産後出産後出産後のののの教職員教職員教職員教職員のののの健康健康健康健康のののの保持保持保持保持についてについてについてについて、、、、教職員教職員教職員教職員にににに対対対対するするするする制度制度制度制度のののの

周知周知周知周知やややや情報提供及情報提供及情報提供及情報提供及びびびび相談体制相談体制相談体制相談体制をををを整備整備整備整備するするするする。。。。

（ ）平成１７年４月～ 次世代育成アドバイザー委嘱 ４人：本部・大学・短大・高校

平成１９年４月～ 就業規則変更手続きによって関連事項の周知を図る。

①妊娠中･産後の保健指導又は健康診査を受けるための時間の

確保（第18条：特別有給休暇）

②妊娠中の通勤緩和（第18条：特別有給休暇）

③産前産後休暇（第18条：特別有給休暇）

④妊娠中の休憩に関する措置（第18条：特別有給休暇）

⑤妊婦の軽易業務転換（第43条：健康保持の措置）

⑥妊産婦等の危険有害業務の就業制限（第43条：健康保持の措

置）
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⑦妊産婦の時間外･休日労働･深夜業の制限（第43条：健康保持

の措置）

※妊産婦に対する変形労働時間制の適用制限については㍻9.4.1協定済み

平成２２年４月～ 次世代育成アドバイザー制度について教職員に周知する。

目標目標目標目標２２２２ 産前産後休暇後産前産後休暇後産前産後休暇後産前産後休暇後におけるにおけるにおけるにおける原職又原職又原職又原職又はははは原職相当職原職相当職原職相当職原職相当職へのへのへのへの復帰復帰復帰復帰のためののためののためののための業務内容業務内容業務内容業務内容

やややや業務体制業務体制業務体制業務体制のののの見直見直見直見直しをしをしをしを行行行行うううう。。。。

平成１７年４月～ 復帰後の１年間は、原則として配置転換を行わない。また業務

内容及び学校行事（修学旅行引率）等については必要に応じて

軽減等の措置を図る。

目標目標目標目標３３３３ 育児休業育児休業育児休業育児休業をををを取得取得取得取得しやすくしやすくしやすくしやすく、、、、職場復帰職場復帰職場復帰職場復帰しやすいしやすいしやすいしやすい環境環境環境環境のののの整備整備整備整備をををを行行行行うううう。。。。

(平成１０年４月)～「育児休業の施行に関する規程」制定時に 「育児休業が終、

了したときは、育児休業前の職及び職務に従事する 」こと。

を規定

平成１７年４月～ 代替要員は期限付き雇用又は人材派遣等を利用し、教職員が

職場復帰しやすい状態をつくる。

平成２２年４月～ 育児休業している教職員に毎月発行される「宮崎学園月報」

を郵送する。

平成２２年６月～ 育児・介護休業法改正（㍻22.6.30施行）に伴い、３歳まで

の子を養育する教職員が希望すれば利用できる短時間勤務制

度に加えて、請求すれば所定外労働が免除される制度、及び

パパ・ママ育休プラス制度を導入する。

目標目標目標目標４４４４ 教職員教職員教職員教職員がががが子子子子どものどものどものどもの看護看護看護看護のためののためののためののための休暇休暇休暇休暇をををを取得取得取得取得できるできるできるできる制度制度制度制度をををを導入導入導入導入するするするする。。。。

（平成１６年４月）～小学校就学前の子どもの看護のための休暇（５日）を取得で

きるよう就業規則に規定（第18条：特別有給休暇）

平成２２年６月～ 育児・介護休業法改正（㍻22.6.30施行）に伴い、現行の「子

の看護のための休暇（５日 」を対象の子が２人以上の場合は）

１０日とするための規程整備を行う。
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目標目標目標目標５５５５ 育児育児育児育児・・・・介護休業法介護休業法介護休業法介護休業法にににに基基基基づくづくづくづく育児休業育児休業育児休業育児休業やややや時間外労働時間外労働時間外労働時間外労働・・・・深夜業深夜業深夜業深夜業のののの制限制限制限制限、、、、雇用雇用雇用雇用

保険法保険法保険法保険法にににに基基基基づくづくづくづく育児休業給付育児休業給付育児休業給付育児休業給付、、、、労働基準法労働基準法労働基準法労働基準法にににに基基基基づくづくづくづく産前産後休暇産前産後休暇産前産後休暇産前産後休暇などなどなどなど諸諸諸諸

制度制度制度制度のののの周知周知周知周知をををを図図図図るるるる。。。。

平成２２年４月～ 産前産後休暇、育児休業に関する学園現行制度について資料

を作成し、教職員に配付する。

目標目標目標目標６６６６ 職場優先職場優先職場優先職場優先のののの意識意識意識意識やややや固定的固定的固定的固定的なななな性別役割分担意識性別役割分担意識性別役割分担意識性別役割分担意識のののの是正是正是正是正のためののためののためののための情報提供情報提供情報提供情報提供・・・・

研修研修研修研修をををを実施実施実施実施するするするする。。。。

平成２２年４月～ 幹部連絡会議にて、機会均等に関するメールマガジン（発行

：厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課均等業務

指導室）による情報提供を行う。

目標目標目標目標７７７７ 労働者労働者労働者労働者がががが子子子子どもとのどもとのどもとのどもとの交流交流交流交流のののの時間時間時間時間をををを確保確保確保確保しししし、、、、家庭家庭家庭家庭のののの教育力教育力教育力教育力のののの向上向上向上向上をををを図図図図るたるたるたるた

めめめめ、、、、学園内学園内学園内学園内においてにおいてにおいてにおいて家庭教育講座等家庭教育講座等家庭教育講座等家庭教育講座等をををを地域地域地域地域のののの教育委員会等教育委員会等教育委員会等教育委員会等とととと連携連携連携連携してしてしてして開開開開

設設設設するするするする等等等等のののの取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを実施実施実施実施するするするする。。。。

平成２３年４月～ 短大の市民講座「ニューライフ・アカデミー」等において、保

育科・初等教育科の教育内容を生かした講座内容を提供する。

中学・高校の 教養講座において、家庭の教育力向上のたPTA

めの講座内容を検討する。

目標目標目標目標８８８８ 若年者若年者若年者若年者にににに対対対対するするするするインターンシップインターンシップインターンシップインターンシップ等等等等のののの就業体験機会就業体験機会就業体験機会就業体験機会のののの提供提供提供提供、、、、トライアルトライアルトライアルトライアル

雇用等雇用等雇用等雇用等をををを通通通通じたじたじたじた雇入雇入雇入雇入れれれれ又又又又はははは職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練をををを推進推進推進推進するするするする。。。。

平成２２年４月～ 大学・短大の学生について、新たな部署（大学：自己開発セ

ンター、短大：キャリア支援課）を通してインターンシップ

等の就業体験機会の提供を行う。


